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研究成果の概要（和文）：本研究は、介護サービスへのアクセス困難とその支援について日韓比較検討を行うこ
とを目的とした。日本と韓国の介護保険制度導入後の介護サービスへのアクセシビリティを高める施策展開や、
両国の利用支援機関の法的位置づけ及び業務範囲、機能等を比較分析した。また、両国の利用支援機関の相談援
助専門職への調査からは、相談援助業務の拡大に伴い、サービスへのアクセス困難層への対応として、地域の関
連機関からの相談への対応が増えていることが明らかになった。また、初期相談への対応の重要性、多機関との
役割分担、地域資源の開拓と周知等の取り組みの現状及び課題が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to conduct comparative study between Japan and Korea on 
accessibility to long-term care services and support.
Comparative analysis was made on measures to increase accessibility to long-term care services after
 introduction of long-term care insurance system in Japan and Korea. In addition, we compare and 
analyze the legal positioning of the use of support organizations of both countries, the scope of 
operations, functions, etc.From interview surveys with social workers, it became clear that with the
 expansion of social work, countermeasures from consultation and related organizations in the region
 are increasing as a measure to deal with difficult accessibility to services. It also clarifies the
 current status and issues of efforts such as the importance of first consultation on the usage of 
service, division of roles with multiple institutions, cultivation of regional resources and 
dissemination.

研究分野：社会福祉学
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１．研究開始当初の背景 
日本と韓国両国において公的介護保険制
度が導入されているが、普遍化された介護保
険サービスであっても、実際はその利用にお
いて何らかの理由によりサービス利用にた
どりつくことが困難な高齢者、また家族介護
意識が根強いためにサービスの積極的な利
用を躊躇する高齢者や家族の存在が明らか
になっている。 
介護支援源の選択においては、階層的補完
モデルとして、最初に私的支援が活用され、
介護ニーズが私的支援の限界を超えて増加
した時に初めて介護サービスが活用される
可能性が示唆されている（杉澤ら 2002）。度々
取り上げられている孤独死の場合は、サービ
スを利用していなかったり、利用を中断して
いたケースが目立っている。サービスのニー
ズがありながら、利用につながらない背景と
しては、サービス利用に対する拒否感や、供
給サイドの連携が不十分であること等が指
摘されている（小林 2007；井上 2008）。 
一方、韓国でも日本の介護保険制度をモデ
ルにした「老人長期療養保険制度」が 2007
年度に導入された。現在のサービス利用者は、
高齢者人口の 1割に満たない現状ではあるが、
段階的にその対象の拡大を検討している。韓
国の同制度の特徴は、日本のようなケアマネ
ジャーの仕組みがなく、単一の保険者である
「国民健康保険管理公団」が「要介護認定」
から「標準サービス計画表」の作成までの機
能を担っている（白澤 2011）。利用者側は、
要介護認定の申請からサービス事業所選択
までの利用プロセスを自らマネジメントす
る。このような利用方式においては、利用手
続きに関わる情報不足や適切なサービス選
択における困難等、円滑なサービス利用にお
ける課題が指摘されている（イら 2011）。ま
た、家族介護意識が高齢者本人にとって根強
いため、家族介護者がいる場合はサービス利
用率が低下する傾向がある（イ 2009）。この
ような中で韓国では、サービス利用支援のた
めの独自の取り組みである保険者以外の地
方自治体の相談窓口（福祉に関するワンスト
ップ総合相談窓口として「希望福祉支援団」
事業が 2012 年度から行政直営で設置され
た）やサービス提供機関等の相談専門職によ
るサービス利用支援が重要な役割を果たし
ている。 
研究代表者は、サービスへのアクセシビリ
ティを高める有効な相談支援システムの構
築には「利用者側のサービス利用に至るまで
の一連のプロセス」に着目することが重要で
あると考え、これまでの日本での調査研究で、
これらの一連のプロセスを「アクセス」と定
義し、アクセス時における困難を明らかにし、
さらにアクセスとサービス利用の実際の関
係における構造を分析した（李 2012；李
2013）。その結果、行政や地域包括支援セン
ター（2005 年介護保険制度改正に伴い創設
された日常生活圏域における高齢者総合相

談窓口）等の公的相談窓口を気軽に利用でき
ない問題やサービス利用支援を担う重要な
相談相手として位置づけられているケアマ
ネジャーの選び方で困難さを経験した割合
が 5 割以上を占めており、「良い」ケアマネ
ジャーに出会うか否かが、サービスの質を決
定する現状となっていた。さらに、利用者本
人にサービス利用に対する抵抗感があった
場合は、サービス利用に「影響を与える人」
として家族以外の人々の役割が重要で、サー
ビスへのアクセスの実現及び利用後の評価
に対しても前向きな影響を与えていたこと
が明らかになった。 
本研究では今までの研究結果を踏まえ、サ
ービスへのアクセス困難の構造とアクセス
支援に関する日韓比較検討を行うことを目
的とした。 
 
２．研究の目的 
（１）日本と韓国両国の介護サービスへのア
クセス時の困難にはどのような特徴と発生
構造の違いがあるのか、利用者や家族側のサ
ービス利用に影響を与える人との相互関係
の分析を行い、比較検討する。 
（２）日本と韓国の利用者側のサービスへの
アクセスの特徴から、サービスへのアクセシ
ビリティにおける課題を明らかにする。また、
サービスへのアクセシビリティを高める装
置及び施策展開について、両国それぞれの取
り組みから、サービス利用支援の拠点や担い
手、役割や機能について比較検討する。 
 
３．研究の方法 
（１）日本と韓国の介護保険制度導入後の介
護サービスへのアクセシビリティを高める
施策展開について比較検討を行うため、文献
研究及び学会での情報収集を行った。 
（２）日本と韓国のサービス利用支援への実
際の取り組みを比較検討するため、両国の主
な相談窓口の相談専門職、利用者への半構造
化面接調査を実施した。 
①調査地域：日本と韓国両国の介護サービス
供給体制において地域間格差が指摘されて
いるため、地域の特性を考慮し、以下の地域
を選定した。 
[日本] 
・東京都 A 区、B 区、C 市：A 区及び B 区は、
高齢化率が高く、地域包括ケアシステムの構
築において積極的な取り組みを行っている。
C 市は、介護サービスの利用支援システムの
一つとして訪問型相談員の派遣を行ってい
る。 
・島根県松江市：日本地域福祉学会で優秀実
践賞を受賞した地域。 
[韓国] 
・首都ソウル市 D区：ソウル市中心部に位置
し、介護サービス源が充実しており、さらに
サービス提供機関が行政と連携をとりなが
ら一人暮らし高齢者へのアウトリーチ事業
が行われている。 



・ソウル市近隣の E市：地域包括ケアシステ
ム構築への先駆的取り組みを行っている。 
②調査対象：日本においては、地域包括支援
センターの相談援助専門職及びケアマネジ
ャーを対象とした。韓国においては、行政や
「国民健康保険管理公団」、「E 市長期療養支
援センター」、「老人総合福祉館」等の相談援
助専門職を対象とした。 
③調査方法と分析方法：調査方法は、半構造
化面接方法で実施。調査の分析に当たっては、
佐藤（2008）の定性的コーディング方法を参
考に行った。 
 
４．研究成果 
（１）介護保険制度における利用支援機関の
法的位置づけ及び機能等に関する日韓比較
分析 
日本と韓国の介護保険制度導入後の介護
サービスへのアクセシビリティを高める施
策展開と理論的枠組みや両国の近年の介護
保険制度改正に伴う利用支援機関の動向に
ついて文献研究を行い、日本と韓国の介護保
険制度上に位置づけられた利用支援機関の
法的位置づけや業務範囲、機能等について比
較分析を行った。 
日本は介護サービスの利用プロセス（情報
提供、要介護認定申請、認定後の利用手続き
など）によって、関わる機関が異なるという
利用支援機関の機能分離がみられるが、韓国
では保険者である国民健康保険公団に利用
支援機能の一元化がみられ、両国における利
用支援業務の範囲と対象が異なっていた。ま
た、韓国では情報管理システムが有効に使わ
れているものの、利用者本位の細やかで、且
つ、地域における総合的な利用支援システム
の構築への課題が指摘される。日本は総合的
な利用支援システム構築に向けて法整備が
進められている一方で、具体的な実践的課題
が残されている。 
また、韓国の老人長期療養保険制度及び福
祉サービスの提供システムの特徴や、ワンス
トップ相談窓口の再編等を検討した。さらに、
介護サービスへのアクセシビリティに関す
る評価基準や、サービスへのアクセス保障に
関する法的規定について検討を行った。日本
と韓国におけるサービスへのアクセシビリ
ティ評価は、政策分析の視点やサービス提供
側の論理が強調されている傾向がみられた。
韓国は、社会保障システムから排除される
人々へのアウトリーチに関する内容が盛り
込まれたサービスへのアクセス保障の視点
が法的に整備されるようになった。日本は、
地域包括ケアシステムの実現可能性に向け
た実践的取り組み等を通した介護サービス
へのアクセス保障の視点が展開されている。 
 
（２）介護サービスへのアクセス困難の構造
及びその支援：相談援助専門職のインタビュ
ー調査結果から 
韓国の長期療養保険制度の単一保険者で

ありながら利用支援機関でもある「国民健康
保険公団」や、地域における社会福祉サービ
スの拠点である老人福祉館、訪問介護事業所
等を視察訪問し、各機関・施設のサービス利
用支援担当者及びソーシャルワーカーへの
ヒアリング調査を行い、さらに、老人福祉館
や通所介護事業所、老人長期療養支援センタ
ー、認知症支援センターの相談援助専門職を
対象に、半構造化インタビュー調査を実施し
た。 
日本においては、東京都の地域包括支援セ
ンターの相談援助専門職を対象に同様の調
査を実施した。 
相談援助専門職へのインタビュー調査に
おいては、日本と韓国における介護保険サー
ビスの利用手続きに関する相談内容や、サー
ビス利用を拒否する利用者や家族の現状、認
知症をもつ利用者や家族の利用支援業務、実
際に関わった利用支援困難事例、地域におけ
る利用支援システムの現状と課題等につい
て尋ねた。 
利用者調査については、介護サービスの利
用経験と現在の利用状況を中心に調査実施
を企画したが、相談機関より利用者及び家族
の紹介を得ることに難航し、限定的な実施に
止めた。 
韓国の利用支援機関の相談援助専門職へ
の調査からは、介護サービスを必要とする利
用者やその家族の公的支援に対する拒否感
や受容観については、格差社会や核家族化の
背景から、公的支援を受けることへの拒否感
等の否定的な感情より、むしろ積極的にサー
ビス利用を希望する場合がみられた。また、
地域福祉実践の拠点でもある「老人福祉館」
における貧困層及び高齢者世帯を対象とす
るプログラムを通したサービス利用支援が
特徴であった。 
日本の場合は、介護保険制度の導入から 17
年目を迎えるものの、制度やサービスの内容
を知らない高齢者が多くいることが実際の
相談援助ケースから分かり、地域包括支援セ
ンターの介入の重要性が改めて明らかにな
った。 
介護サービスへのアクセスの形態として
は、相談援助業務の拡大に伴い、サービスへ
のアクセス困難層への対応として、地域の関
連機関からの相談への対応が増えているこ
とが明らかになった。また、初期相談への対
応の重要性、多機関との役割分担、地域資源
の開拓と周知等の取り組みの現状及び課題
が明らかになった。 
とりわけ、地域包括支援センターという相
談機関の住民への周知方法については、地域
包括支援センターの「役割」を説明する場を
形成すること等があげられた。また、多様な
現場に関わる相談援助専門職という業務を
遂行するにあたり、研修及び勉強の場や地域
ケア会議での事例検討などの活用、相談援助
専門職のメンタルヘルスの視点があげられ
た。また、本調査を通して、行政や地域住民、



他機関とのネットワーキングの実際や困難
さ等についても把握することができた。 
 
（３）介護サービスへのアクセシビリティを
高める拠点 
個別インタビュー調査と並行して、介護サ
ービスへのアクセシビリティを高める拠点
のあり方やその機能について明らかにする
ために、先駆的な取り組みを行っている松江
市を訪問し、松江市社会福祉協議会及び公民
館の取り組みについてヒアリング調査を行
った。高齢化や人口減少が進む松江市は、社
会福祉協議会が中心となり、公民館という地
域活動の拠点を活かし、人材や財政を確保し
ながら、独自の工夫のもとで総合相談システ
ムを構築していた。松江市の事例では、地域
づくりをもとにした住民主体のネットワー
クの形成と専門職の積極的な介入体制のあ
り方など、利用支援システムの力動的構築に
関する示唆を得ることができた。 
韓国でも介護サービスの利用を含めた地
域における総合的な生活支援の重要性が政
策課題となっており、地方自治体では、福祉
に関する支援業務を強化するなど、地域住民
への積極的なアウトリーチが強調されてい
る。そのため、韓国の高齢者ケアを中心とす
る地域福祉推進の新たな可能性を検討する
ことを目的に、「E市長期療養支援センター」
を訪問し、E 市の地域包括ケアシステムへの
取り組みをまとめた。 
韓国の地方自治体は、老人長期療養保険制
度の保険者としての役割を担っていないこ
とから、地域包括ケアシステム構築において
は脆弱性の問題がある。しかしながら、E 市
は、行政主導型の中核的相談支援機関を整備
し、介護サービスの質の向上に向けた取り組
みを行っており、さらに地域福祉推進におけ
る新たな基盤づくりを積極的に行っている
ことが特徴である。 
これらの研究結果は、平成 29 年度以降も
学会発表並びに論文投稿を行う予定である。 
本研究は、介護の社会化や介護サービス利
用の普遍化を掲げる日本と韓国において、サ
ービスへのアクセス時の困難とその支援の
実態を明らかにすること、また両国の文化的
影響を受けやすい公的支援の拒否・受容観と
サービス利用に「影響を与える人」の影響内
容を洗い出すことを目的としており、両国の
介護サービスの利用に対するアクセシビリ
ティ評価への示唆が得られ、さらに日本のア
クセシビリティを高める相談支援システム
の構築及び具体的な実践への提言へとつな
げることができた。 
介護サービスへのアクセスの構造を検討
することは、サービスへのアクセス困難層へ
のアプローチをより有効なものとすること
ができる。本研究は、そのための基礎データ
を提供するものとなるため、本研究結果を生
かし、継続研究を行っていく。 
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